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Ⅰ　アジアへと舵を切るロシア

1991 年末のソ連解体後，ロシアの対外経済

関係は長らく欧州を中心に展開してきたが，近

年，ロシアの中でその重心をアジアに向けてい

こうという動きが見られる。いわゆる「東方シ

フト」である。

もちろん以前より，ロシアには，発展を続け

るアジアの活力を自らの経済成長や地域開発

（とくに極東・シベリア）に取り込みたいとい

う意識はあり，「アジア太平洋地域との統合」

といった言葉が盛んに使われた。だが，その多

くは実際の行動に移されることなく，お題目に

終わっていた。

ロシアがアジアへと大きく舵を切る契機と

なったのは，リーマンショックに端を発する

2008 ～ 2009 年の世界経済危機とされる。2009

年にロシアは 7.8％のマイナス成長を記録した

が，中国は危機下において 9.2％もの経済成長

を達成した。この時，ロシアはアジア，とくに

中国の重要性をはっきりと認識するようになっ

たという１）。同時に，2008 年にはサハリン２

プロジェクトで石油の通年出荷，翌 2009 年に

は LNG の出荷が始まり，また同年末には東シ

ベリア・太平洋パイプライン（ESPO）が開通

した。このように 2008～2009 年はロシアがア

ジアに対し，エネルギーという強い武器をもつ
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現在，ロシアはアジアの成長力を自らの経済発展や極東シベリア開発に取り込むべく，アジアに重心をおい

た対外経済政策を展開している。こうしたアジア重視政策への転換をロシアでは「東方シフト」と呼んでいる。

2014 年初のクリミア・ウクライナ危機発生にともなう欧米との関係悪化は，ロシアの東方シフトをさらに加

速する役割を果たした。同時に，ロシアにとって，日本はアジアにおけるパートナーであるとともに，米国・

EU に歩調を合わせ対ロ制裁に参加する国であるという，アンビバレントな存在となっている。そのような状

況の中，2016 年５月に安倍首相はソチを訪問し，プーチン大統領へ「８項目の協力プラン」を提案した。同

プランに沿って，日ロ双方は短期間に 80 ものプロジェクトをまとめあげ，その結果，2016 年 12 月にプー

チン大統領の日本訪問が実現した。本稿では，ロシアの東方シフトや日本の対ロ外交の積極展開という文脈の

中で，現在，日ロ経済関係が占める位置を確認するとともに，さらなる発展のための課題を検討する。
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に至った時期でもあった。

そして，2012 年９月にウラジオストクで開

かれた APEC 首脳会合で，ロシアはアジア太

平洋地域との統合の意志を世界に向けてアピー

ルし，同年 12 月の年次教書演説においてプー

チン大統領は「21 世紀のロシアの発展のベク

トルは東方へと向かう」と宣言した２）。さら

に 2014 年初のクリミア・ウクライナ危機の発

生にともなう欧米との関係悪化は，ロシアの東

方シフトを加速させる役割を果たした。

ロシアの東方シフトは，統計上でも確認でき

る。例えば，ロシアの貿易に占めるアジアの比

率は，2005 年の 25.2％から 2010 年に 30.4％，

2015 年には 36.7％に上昇している（図１）。

なかでも中国は 2010 年からドイツを抜いて

最大の貿易相手国となり，2015 年にはロシア

の貿易の 12.1％を占めるに至った。他方，欧

州のシェアは 2005 年の 67.6％から 2010 年に

62.1％，2015 年には 54.2％に縮小した。このこ

とから，少なくとも貿易面での東方シフトは，

着実に進んでいることがうかがえる。

Ⅱ　ロシアがアジアへ期待すること

では，アジアとの経済関係にロシアは具体的

に何を期待しているのだろうか。

そのひとつは，プーチン大統領が様々な場面

で述べているように，アジア地域のダイナミッ

クな成長力をロシア，とりわけ極東・シベリア

の地域開発へ取り込んでいきたいということで

ある。2013 年 12 月の年次教書演説で，プーチ

ン大統領は「シベリア・極東の発展は，21 世

紀を通じた我が国の国家的優先課題である」と

述べ３），極東・シベリアの開発に向けて並々

ならぬ決意を表明した。

広大な領域と厳しい自然条件のために，極

東・シベリアの維持・発展には莫大なコストが

かかる。ソ連・ロシアの為政者たちは，その発

展が可能だと信じ，途方もない資金を過去に投

入してきた。だが，実際にはその投資は確かな

成果をあげず，高コストという底なし沼に吸い

込まれてしまった。米国の研究者は，これを

「シベリアの呪い」と呼んだ４）。

プーチン大統領は，過去の為政者がなしえな

かった極東開発という困難な課題に挑戦するた

め，2014～2015 年に先進社会経済発展区やウ

ラジオストク自由港といった極東開発の新政策

を矢継ぎ早に発表した５）。こうした新政策に

通底するのは，これらの発展区や自由港に思い

切った優遇税制や規制緩和を適用することに

よって，アジアの中でもベストコンディション

の空間を創出し，ロシア内外から投資を誘致す

る，そして，ロシア極東に豊富にある資源・原

材料（石油ガス，金属，木材，海産物等）をそ

こで加工して付加価値の高い製品を作り，アジ

ア各国へ輸出するというビジョンである。

図１　ロシアの貿易に占めるアジアのシェア

（出所）ロシア連邦関税局『ロシア連邦外国貿易通関統計』（各
年版）。
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この際，ロシア側がアジアに期待する役割と

しては，① 製品・資源の購入，② 資金の供給，

③ 技術の導入などがあげられる６）。2014 年初

のクリミア・ウクライナ危機にともなう欧米に

よる経済制裁発動後，西側からの資金調達と一

部の技術導入（大陸棚開発用の石油機材等）が

困難となったため，アジア諸国への期待はさら

に高まった。

とりわけ中国への期待は大きく，2014 年か

ら 2015 年にかけては，ロシアが対中接近をと

くに強め，中ロ両国首脳の相互訪問やマルチの

場での会談が頻繁に行われた。その際，エネル

ギー，金融，インフラ等の分野において，合計

100 を超える合意文書が両国間で交わされた。

ロシアの報道によれば，この２年間は「中ロ双

方がこぞって友好のジェスチャーを振りまいた

時期」であった７）。

ただし，中国経済の成長テンポがやや鈍って

きたことやウクライナ問題に対する中国の煮え

切らない態度，合意文書を交わした投資プロ

ジェクトも期待したほどすぐには進まないこと

などから，現在ではロシアの中国に対する過大

な期待感は収束しつつあり，中国を含むアジア

を見る目も一時期に比べて現実的なものになっ

てきたとする見方もある８）。2016年12月のプー

チン大統領の訪日はこうした雰囲気の中で挙行

された。プーチン大統領訪日に話を進める前

に，以下ではソ連解体から現時点までの日ロ経

済関係を概観しておきたい。

Ⅲ　自動車と石油ガスに偏重する 
日ロ貿易

1991 年 12 月のソ連解体後，ロシアは市場経

済への体制移行にともなう混乱のため，1990

年代には経済が大きく落ち込み，1992～1998

年の７年間に GDP が 42.3％低下した。こうし

た状況に相応して，1990 年代の日ロ貿易は低

迷し，貿易額は総じて 40 億～50 億ドルの水準

にとどまった（図２）。

７年に及ぶ危機を脱し，ロシア経済が成長を

開始するのは 1999 年である。折からロシアの

主要輸出品である石油の価格上昇という外的条

件にも恵まれ，1999～2008 年にかけてロシア

の GDP は 80％増大した（年平均８％）。同期

間はロシアの高度成長期と言うことができ，政

治的には第１次プーチン政権時代（2000～2008

年）にほぼ一致する。

日ロ貿易は，ロシア経済の回復にやや遅れて

2003 年から上昇に転じ，2008 年には往復 297

億ドルに達した。この間，対ロ輸出を牽引した

のは自動車で，2003 年の 8.7 億ドル（11 万台）

から 2008 年には 125 億ドル（104 万台：新車

46 万台，中古車 51 万台）に急増し，対ロ輸出

の４分の３を占めるに至った。他方，1999 ～

2008 年は，サハリンの石油ガス開発（サハリ

ン１及びサハリン２）の始動により，ロシアか

らアジア市場へ石油輸出が開始する時期に重な

り，日本の対ロ原油輸入も 2003 年の 3.7 億ド

図２　日ロ貿易の推移

（出所）日本財務省発表の貿易統計にもとづき作成。
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ルから 2008 年には 50.4 億ドルに増加，日本の

対ロ輸入の伸びを支えた。

続く 2009～2016 年は２つの経済危機を挟む

時期である。2008 年９月のリーマンショック

に端を発する世界経済危機は，ロシア経済にも

大きな打撃を与え，2009 年に GDP は前年比で

7.8％減と大きく低下した。日ロ貿易では，ロ

シアにおける需要低下やルーブル下落により，

自動車輸出が前年の 104 万台から 2009 年には

11.4 万台へと急減し，その結果，日本の対ロ輸

出は前年比 80％減と激しく落ち込んだ（輸入

は 33％減，貿易全体で 59％減）。

この頃からロシアでは，国内産業保護の動き

がでてくる。例えば，ロシア政府は，2009 年

１月から中古車の輸入関税を大幅に引き上げ，

これにより日本からの中古車の対ロ輸出が激減

した。これは，事実上，日本製中古車と価格帯

が重なる国産車（LADA 等）を保護する措置

であった。

その後，油価が比較的早く回復したこともあ

り，2010～2013年にはロシア経済は年平均3.4％

の成長を記録するが，1999～2008 年に比べる

と成長のテンポは明らかに鈍化した。日本の対

ロ輸出は，中古車輸入税の影響や自動車の現地

生産の開始等から，日本からの自動車の輸出が

思ったほど回復せず，危機前の水準には達して

いない。

他方，この時期の対ロ輸入については，サハ

リンからの原油のほか，2010 年になって太平

洋パイプライン経由の東シベリア原油がこれに

加わった。さらに，2009 年からサハリン２で

は LNG の生産が始まり，2011 年の福島原発事

故により日本の天然ガス需要が増加したことも

あって，ロシアからの LNG 輸入は安定的に増

加した。こうして，資源価格の上昇も相まっ

て，日本の対ロ輸入は 2010 年以降，毎年記録

を更新，2014 年には 249 億ドルを記録した（う

ち約 70％が原油と LNG）。

その後，2013 年後半よりロシア経済が景気

後退の局面に入り，2014 年初には油価の急落，

クリミア問題発生にともなう対ロ経済制裁の

発動といった外的ショックが重なって，ロシ

アは再び経済危機に陥った。１年で回復した

2009 年の危機とは異なり，今回の危機は 2014

～2016 年の３年に及ぶものとなった。日ロ貿

易も，対ロ輸出が 2013 年，対ロ輸入が 2015 年

以降，大幅な低下を記録した。

以上，日ロ貿易の推移をやや詳しく記述した

が，その特徴を以下に整理してみよう。

第１に，石油・天然ガスへの依存度が高いロ

シア経済は，資源価格の変動にともなうアップ

ダウンが激しく，日ロ貿易もその影響を受けて

変動が大きい。

第２に，貿易品が輸出では自動車，輸入では

石油・LNG に偏重している。対ロ輸出に占め

る自動車のシェアは，生産現地化の進行によ

り，近年やや低下傾向がみられるものの，それ

でも過去 10 年間の平均で 59.8％に達する。同

様に対ロ輸入に占める石油・LNG のシェアは

過去 10 年間平均で 56.3％となる。このように，

特定品目へ偏重した日ロ貿易は，構造的に景気

変動や外的ショックの影響を受けやすい脆弱な

面をもっている

第３に，日ロ間の貿易は，輸送機器や機械設

備を輸出し，石油ガスなどの資源・原料を輸入

するという，単純なモノとモノとの交換の次元

にとどまっている。他方，現在，日本企業では

サプライチェーンの国際化が進み，生産工程の

分業化により，とくにアジア諸国との間では資

本財や中間財の貿易が拡大，これがアジア全体
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の貿易・経済の活性化に寄与している。だが，

現時点では自動車産業の一部を除いて，ロシア

は日本企業のサプライチェーンにほとんど組み

込まれていない（以下にみるように，自動車分

野でも日ロ間には精緻なサプライチェーンは存

在しない）。その意味で日ロ貿易はまだ「原初

的（archaic）な構造」を脱していないと言え

る９）。

Ⅳ　日本企業のロシア進出状況

ロシアで登録された外資系企業の数（現地法

人，支店，駐在員事務所）から言えば，現時点

では欧州勢が大勢を占め，日本を含むアジア勢

は一定のプレゼンスを示しつつあるものの，全

体から見るとまだ少数派である。例えば，現

在，ロシアでは 5,000 社以上のドイツ企業が登

録されているが，日系企業の登録数は 270 社程

度にすぎない10）。また，モスクワに存在する

各国商工会組織の会員数をみても，日本（モス

クワ・ジャパンクラブ）の 197 社，韓国の 70

社に比べて，欧州勢はフィンランドが 815 社，

ドイツが 752 社，英国が約 500 社，フランスが

450 社と圧倒している11）。

現地法人の設立という意味での日本企業のロ

シア（ソ連）進出は 1987 年のソ連合弁企業法

の制定とともに始まった。ただし，東シベリ

ア・極東での製材事業等の一部を除き，これま

でに日系企業が設立した現地法人の大半は，自

社製品の販売や輸入品の代理販売を目的とする

販売会社であった。

日系企業の製造部門での対ロ進出が本格化す

るのは，2005 年にトヨタがサンクトペテルブ

ルグにおいてトヨタ・モーター・マニュファク

チャリング・ロシア（2007 年 12 月に生産開始）

を設立して以降のことである。その後，① ト

ヨタ進出により日系企業のロシアへの関心が高

まったこと，② ロシア経済の高成長が続き，

今後も需要の伸びが期待されることなどから，

日産（2006 年），コマツ（2007 年），いす （ゞ2007

年），三菱自動車（2008 年），横浜ゴム及び三

菱ふそう（2009 年），日立建機（2010 年）等の

日系企業がロシアに工場を建設することを決め

た（カッコ内の数字は工場建設を決定した年）。

2005～2010 年が完成車や建機メーカーに

よる現地生産の決断時期とするならば，2011

年以降は，これらに部品を供給するサプライ

ヤーの進出開始段階と言える。例えば，タカタ

（2011 年），三桜工業，カルソニックカンセイ，

ハイレックス，矢崎総業（2012 年），ジャトコ，

ブリヂストン，住友電工，ユニプレス（2013

年），GMB，住友電装（2014年），フジクラ（2015

年）等がそれにあたる。

現在，ロシア政府は，資源依存型経済構造か

らの脱却を目指し，経済の多角化・高度化を

図っている。そのモデルケースのひとつとして

選ばれたのが，広範な裾野をもち，経済波及効

果の大きい自動車産業で，その振興策の基礎と

なったのが，2005 年に導入された工業アセン

ブリ措置（部品・材料の関税特典の付与等）で

あった。したがって，2005 年にトヨタがロシ

ア進出を決定したのも決して偶然ではない。

工業アセンブリ措置では，一定の期間内に部

品の現地調達率を達成することが義務付けられ

ている。その際，ロシアの地場メーカーでは十

分な品質の部品を確保できないことから，日本

のサプライヤーのロシア進出が期待されてき

た。だが，① 市場の不安定性（ロシアの新車

販売台数は 2012 年の 294 万台から 2016 年には

143 万台に半減），② 工業アセンブリ措置の制
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度上の欠陥（輸入部品への関税特典付与にとも

なう現地生産のデメリット化）等の理由から，

その進出は思うように進んでいない。

2017 年２月現在，ロシアには 57 の日系企

業の製造拠点（工場等）を確認でき，うち 29

件が自動車関連である。残りの 28 件は，製材

（５），建機（２），産業機械（２），光ファイ

バー（２），食料品（２），たばこ（２），医療

機器（２），その他，電力変圧器，医薬品等で

ある。地域別ではウラル山脈以西のロシア欧州

部に 50 件，ウラル以東のシベリア・極東に７

件という内訳になっており，日本企業の製造拠

点の大半は市場規模の大きいロシア欧州部（ロ

シアの人口の８割が集中）に立地している12）。

日本企業の海外進出先という視点から見た場

合，ロシアは日本企業の進出が多い国とは言え

ない。表１は，経済産業省が毎年実施している

「海外事業活動基本調査」を基に日系企業が各

国に設立した現地法人数を示したものである。

すべての企業が調査に参加するわけではないの

で，同表の数値は実態より低めであると推測さ

れるが，日本企業による海外進出の地域分布の

趨勢がよくわかり，有益である。同表より，日

本企業の海外進出のメインストリームは，中国

を中心とするアジア，次いで北米，EU である

ことがわかる。

日本企業の対ロ進出が進まない理由として，

① 頻繁に変わる法制度，② 煩雑かつ複雑な行

政手続き，③ 不透明な通関等，ロシアの未整

備な投資環境が指摘されることが多い。たしか

に，かつてそうした面が存在したことは否定で

きない。だが，近年，ロシアでは，カルーガ州

を嚆矢とする地方政府が主体となり，① イン

フラの整った工業団地，② ワンストップサー

ビスを提供する投資支援機関，③ 優遇税制の

整備・導入を軸に，ビジネス環境を顕著に改善

させている。実際，世界銀行の「ビジネス環境

ランキング（Doing Business）」におけるロシ

アの順位は，2012 年の世界 120 位から 2016 年

には 40 位へ急上昇している。

他方，表１は，中国やインドネシア，インド，

フィリピンなどビジネス環境が決して良いとは

言えない国へ，ロシアの何倍もの日本企業が進

出しているという事実を示している。このこと

は，当該国の投資環境と日本企業の進出度合い

には，必ずしも強い相関関係があるわけではな

いということを意味している。したがって，ロ

シアの投資環境の改善によって，日系企業の対

ロ進出が誘発されるかと言えば，必ずしもそう

とは言い切れない面がある。

日本企業のロシア市場へのアプローチを分析

する際には，ロシアの産業構造や市場規模，人

件費・輸送費等のコスト要因，あるいは企業文

表１　日本企業の現地法人企業数

現地
法人企業数
（件）

うち
製造業
（件）

世銀ビジネス
環境ランキング

（順位）

中国 6,432 3,811 78
米国 2,955 1,058 8
タイ 2,020 1,183 46
香港 1,172 214 4
インドネシア 957 607 91
台湾 892 392 11
韓国 792 325 5
ベトナム 740 455 82
マレーシア 733 396 23
英国 611 170 7
ドイツ 544 144 17
フィリピン 500 267 99
インド 495 235 130
オーストラリア 441 78 15
オランダ 357 56 28
メキシコ 305 148 47
ブラジル 295 134 123
ロシア 107 23 40

（出所）経済産業省『海外事業活動基本調査』（2014 年度実績），
The World Bank, Doing Business 2017 - Case studies 
spotlight.
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化や心理的要因（いまだ根強く残るロシア≒ソ

連という負のイメージ，経済制裁対象国とビジ

ネスを行うことへの抵抗感，領土問題を巡る反

ロ感情等）を含め，複合的な視点が必要と思わ

れる。だが，紙幅の関係上，ここでは詳述せず，

今後の研究課題としておきたい。

Ⅴ　プーチン訪日と日ロ経済協力の行方

2012 年 12 月末の第２次安倍政権発足後，

安倍首相は最初の施政方針演説でロシアとの

関係改善を外交上の優先課題のひとつにあげ 

た13）。その宣言通り，2013 年４月に安倍首相

は訪ロを果たし，日ロ間で新たに切り開くべ

き協力分野として，① 農業・食品，② 医療， 

③ 都市環境・省エネを提案した。その後，安

倍首相は，2014 年２月のソチ五輪の開幕式出

席まで，短期間にプーチン大統領と５度の首脳

会談を行うなど，積極的な対ロ外交を展開した。

だが，2014 年３月のロシアによるクリミア

編入を機に，米国と EU は ① 特定人物に対す

る資産凍結・査証発給制限，② 金融制裁（ロ

シアの特定銀行に対する証券発行の制限等），

③ 技術制裁（石油ガス開発機材の輸出制限等）

といった対ロシア制裁を段階的に発動した。

2013 年を通じて，積極的な対ロ外交を図った

日本であったが，欧米との協調を重視し，結局，

対ロ制裁に加わる決断をした。もっとも，日本

は①，②については発動したものの，③に関し

ては行わないなど，日本の制裁にはロシアに対

する一定の配慮がみられた。

その点は，ロシア側も肯定的に受け止めてお

り，対ロ制裁の対抗策として 2014 年８月にロ

シアが欧米に対する食料禁輸措置を発動した際

には，同措置が日本に適用されることはなかっ

た（もっとも日本からロシアへの食料輸出はほ

とんどない）。いずれにせよ，対ロ関係改善に

意欲的でありながら対ロ制裁にも参加する日本

は，ロシアにとってアンビバレントな存在に

なった。日ロ首脳はマルチの国際会議において

接触を続けたものの，2014～2015 年には日本

側が招請していたプーチン大統領の訪日は実現

せず，日ロ関係には停滞ムードが漂った。

日ロ関係が再び活発に動き出したのは 2016

年のことである。2016 年５月には安倍首相が

ソチを訪問し，プーチン大統領に対して「８項

目の協力プラン」を提案した14）。同年９月に

は第２回東方経済フォーラムに参加するためウ

ラジオストクを訪問，日本の首相が１年に２度

もロシアを訪問することは極めて異例のことで

ある。その後，11 月のペルー APEC での首脳

会談を経て，2016 年 12 月 15～16 日，プーチ

ン大統領の日本訪問が実現した。

ロシアの専門家らは，2016 年になって再び

活発となった日本の行動の背景に，2014～2015

年の中ロ接近の影響を見る15）。日本にとって

の最悪のシナリオは，尖閣諸島問題等を巡って

緊張が続く中国へロシアが接近し，反日を軸と

した中ロブロックが形成されることだからであ

る。ややうがち過ぎの見方と言えないこともな

いが，興味深い見解ではある。

プーチン大統領訪日時には，８項目の協力プ

ランに沿った 80 もの協力文書が調印され，そ

のうち 68 文書が民間分野に関わるものであっ

た16）。日本側が提案した８項目の協力プラン

は，① 国民の生活水準の向上，② 産業の多様

化及び高度化，③ 極東・シベリア開発といっ

た現在のロシアが抱える課題をよく網羅し，そ

れらの課題を共同で解決していこうという意欲

を感じさせるもので，ロシア側からも総じて好
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意的に受け止められている。

また，この協力プランは，① 協力分野の多

様化（自動車，石油ガスへの依存からの脱却），

② 部品等を中心とする裾野産業の発展（生産

性向上がカギ），③ 中小企業協力（対ロ進出し

ている日本企業の９割以上は大企業）などの，

日ロ間のビジネスが克服すべき課題を含意して

おり，８項目の提示によって両国の関係者がそ

れらを広く共有できた意義は大きい。

2017 年１月，米国にトランプ政権が成立し

た。また 2017 年にはフランス大統領選，ドイ

ツ連邦議会選など欧州で多くの選挙が予定され

ている。選挙の結果次第では，ロシアを巡る国

際情勢に変化が生じる可能性も排除されない。

そうした中，各種報道によれば，今年もまた４

月末，そして９月初に安倍首相の訪ロが予定さ

れている模様だ。2017 年が，日ロビジネスに

とって飛躍の年になりうるか，注目されるとこ

ろである。

［注］
１）Carnegie Moscow Center の A.Gabuev 氏からの聞き取り

調査（2016.3.10）。
２）www.kremlin.ru/events/president/news/17118
３）www.kremlin.ru/events/president/news/19825
４）Hill and Gaddy(2003).

５）齋藤（2016）。
６）注１）に同じ。
７）http://kommersant.ru/doc/3185447
８）注１）に同じ。
９）Timonina(2016).
10）2016年２月29日に東京で開催された「日ロ貿易・産業対話」

におけるマントゥロフ産業商業大臣の発言。「『日ロ貿易・産
業対話』開催される」『ロシア NIS 調査月報』（2016 年５月）。

11）各国商工会への聞き取り調査等による筆者調べ。いずれも
2015 年末～ 2016 年初時点の数字。

12）ロシア NIS 貿易会調べ。
13）www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement2/20130228siseu 

housin.html
14）８項目とは，① 健康寿命の伸長，② 快適・清潔で住みや

すく，活動しやすい都市作り，③ 中小企業交流・協力の抜
本的拡大，④ エネルギー，⑤ ロシアの産業多様化・生産性
向上，⑥ 極東の産業振興・輸出基地化，⑦ 先端技術協力，
⑧ 人的交流の抜本的拡大。

15）http://carnegie.ru/commentary/?fa=66491 や www.
eastrussia.ru/material/my-krasnye-i-nepredskazuemye/
など。

16）80 の協力文書のリストに関しては，「『日ロビジネス対話』
開催報告」『ロシア NIS 調査月報』（2017 年２月）を参照。
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